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1 三佐北地区における安心・安全のまちづくり

平成22年度　～　平成26年度　（5年間） 大分県大分市

社会資本総合整備計画(第2期）

・区域内にある１３地区の内９地区の消防活動困難区域解消を目指す。

・三佐北地区における道路整備率の向上を１７％まで目指す。

・道路整備を行うことによる接道住宅率を３６％まで向上させる。

（H22当初） （H24末） （H26末）

・事業計画をもとに消防活動困難区域をH26年度には38％まで解消する。

（消防活動困難区域率）＝（消防活動困難区域-道路整備による解消区域）／（消防活動困難区域（29ha））（％） 59% 45% 38%

・事業計画をもとに道路整備率をH26年度には17％まで整備する。

（道路整備率）＝（道路整備延長）／（区域内未整備道路全体延長（12,919ｍ））（％） 7% 12% 17%

・事業計画をもとに接道住宅率をH22年度の22％をH26年度には36％まで向上する。

（接道住宅率）＝（既接道住宅棟数（85棟）+道路整備完了後、接道が可能となった住宅棟数(106棟））／（区域内全住宅棟数（524棟））（％） 22% 28% 36%

○事後評価の実施体制、時期

Ａ1　基幹事業

番号 事業 地域 交付 直接 事業内容 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 （延長・面積等） H22 H23 H24 H25 H26

1-A-1 防災 一般 大分市 直接 都市防災総合推進事業（三佐北地区） 大分市 506.8

合計 506.8

Ｂ　関連社会資本整備事業

事業 地域 交付 直接 備考

種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

1-B-1 街路 一般 大分市 直接

大分市

231.3

1-B-2 街路 一般 大分市 直接

大分市

340.8

合計 572.1

１．交付対象事業の進捗状況

大分市 現道拡幅 L=1.2km、用買面積A=0.5ha

　事業担当課において、数値目標の達成状況や事業の効果を検証し、評価を行った。 　平成２８年４月

　大分市のホームページ

公表の方法

備考

当初現況値 中間目標値 最終目標値

社会資本総合整備計画（市街地整備）　　事後評価書
計画の名称

計画の期間 交付対象

計画の目標

大分市三佐北地区は準工業地域であるにもかかわらず、老朽化した住宅が密集し道路も入り組んでいることから、緊急時の安全性を確保することが急務です。

当三佐北地区では、平成１２年に地元協議会が設立され、行政、地元が一体となった取り組みの熟度も高いことから、道路整備により消防活動困難区域の解消及び老朽住宅を減少させ、地域の防災性、住環境の向上を図

る。

Ｂ

Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

572.1百万円

　　計画の成果目標（定量的指標）

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値

市町村名

全体事業費

（百万円）

（事業箇所）

効果促進事業費の割合

0.0%全体事業費

合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

1,078.9百万円 Ａ 506.8百万円 Ｃ

番号

事業者

要素となる事業名

事業内容

交付対象事業

事業者

要素となる事業名

市町村名

事業実施期間（年度）

全体事業費

（百万円）

（延長・面積等）

（都）山ノ神備中線（山ノ神工区） 現道拡幅　L=0.1km、用地買収  大分市

（都）由原浜新地線（戎堂、遠見地区） 用地買収  大分市

事　　後　　評　　価

事後評価の実施体制 事後評価の実施時期



番号 備考

1-B-1 都市防災事業による道路築造と合わせて同区域内に計画されている街路を整備することにより、災害時の避難活動、消防活動のさらなる円滑化が期待できる。

1-B-2

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別
種別 対象 間接

H22 H23 H24 H25 H26

備考

・

・

・

38%

38%

17%

17%

36%

36%

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況

（必要に応じて）

　緊急時の安全性の確保が急がれることから、引き続き「消防活動困難区域の解消」と「接道率の向上を目標」に道路を中心とした公共施設の整備改善を行い、安全で快適な居住環境の形成に向けた市街地整備を推進する。

道路の整備により、救急車等の緊急車両の乗入れがが可能になった。

道路の整備により、一時避難地及び避難場所への移動時間が短縮された。

接道宅地率の向上により、住宅の建替えや新築が進んできた。

－

－

－指標③（接道住宅率）

Ⅰ定量的指標に関連する

　　　交付対象事業の発現状況

Ⅱ定量的指標の達成状況

最終目標値

最終実績値

最終目標値

最終実績値

目標値と実績値

に差が出た要因

目標値と実績値

に差が出た要因

目標値と実績値

に差が出た要因

３．特記事項（今後の方針）

指標①（消防活動困難区域率）

指標②（道路整備率）

最終目標値

最終実績値

要素となる事業名 事業内容

市町村名

港湾・地区名

全体事業費

（百万円）

一体的に実施することにより期待される効果

都市防災事業による道路築造と合わせて同区域内に計画されている街路を整備することにより、災害時の避難活動、消防活動のさらなる円滑化が期待できる。

番号

事業者
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第３章市街地整備
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平成 ２８年 ５ 月 

1 三佐北地区における安心・安全のまちづくり

平成22年度　～　平成26年度　（5年間） 大分県大分市

・区域内にある１３地区の内９地区の消防活動困難区域解消を目指す。

・三佐北地区における道路整備率の向上を１７％まで目指す。

・道路整備を行うことによる接道住宅率を３６％まで向上させる。

（H22当初） （H24末） （H26末）

・事業計画をもとに消防活動困難区域をH26年度には38％まで解消する。

（消防活動困難区域率）＝（消防活動困難区域-道路整備による解消区域）／（消防活動困難区域（29ha））（％） 59% 45% 38%

・事業計画をもとに道路整備率をH26年度には17％まで整備する。

（道路整備率）＝（道路整備延長）／（区域内未整備道路全体延長（12,919ｍ））（％） 7% 12% 17%

・事業計画をもとに接道住宅率をH22年度の22％をH26年度には36％まで向上する。

（接道住宅率）＝（既接道住宅棟数（85棟）+道路整備完了後、接道が可能となった住宅棟数(106棟））／（区域内全住宅棟数（524棟））（％） 22% 28% 36%

Ａ1　基幹事業

番号 事業 地域 交付 直接 事業内容 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 （延長・面積等） H22 H23 H24 H25 H26

1-A-1 防災 一般 大分市 直接 都市防災総合推進事業（三佐北地区） 大分市 506.8

合計 506.8

Ｂ　関連社会資本整備事業

事業
地域 交付 直接

備考

種別
種別 対象 間接

H22 H23 H24 H25 H26

1-B-1 街路 一般 大分市 直接

大分市

231.3

1-B-2 街路 一般 大分市 直接

大分市

340.8

合計 572.1

番号 備考

1-B-1 都市防災事業による道路築造と合わせて同区域内に計画されている街路を整備することにより、災害時の避難活動、消防活動のさらなる円滑化が期待できる。

1-B-2

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別
種別 対象 間接

H22 H23 H24 H25 H26

備考

社会資本総合整備計画（市街地整備）
計画の名称

計画の期間 交付対象

計画の目標

大分市三佐北地区は準工業地域であるにもかかわらず、老朽化した住宅が密集し道路も入り組んでいることから、緊急時の安全性を確保することが急務です。

当三佐北地区では、平成１２年に地元協議会が設立され、行政、地元が一体となった取り組みの熟度も高いことから、道路整備により消防活動困難区域の解消及び老朽住宅を減少させ、地域の防災性、住環境の向上を図

る。

　　計画の成果目標（定量的指標）

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値

備考

当初現況値 中間目標値 最終目標値

全体事業費

合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

1,078.9百万円 Ａ 506.8百万円 Ｂ 572.1百万円 Ｃ

効果促進事業費の割合

0.0%

Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

交付対象事業

事業者

要素となる事業名

市町村名

全体事業費

（百万円）

（事業箇所）

大分市 現道拡幅 L=1.2km、用買面積A=0.5ha

番号

事業者

要素となる事業名

事業内容

市町村名

事業実施期間（年度）

全体事業費

（百万円）

（延長・面積等）

（都）山ノ神備中線（山ノ神工区） 現道拡幅　L=0.1km、用地買収  大分市

全体事業費

（百万円）

（都）由原浜新地線（戎堂、遠見地区） 用地買収  大分市

一体的に実施することにより期待される効果

都市防災事業による道路築造と合わせて同区域内に計画されている街路を整備することにより、災害時の避難活動、消防活動のさらなる円滑化が期待できる。

番号

事業者

要素となる事業名 事業内容

市町村名

港湾・地区名



計画の名称 1 三佐北地区の安心・安全のまちづくり

計画の期間 平成22年度　～　平成26年度　（5年間） 大分県大分市

交付対象

（参考図面）市街地整備（消防活動） 変更計画

消防活動困難解消区域

消防活動困難解消区域消防活動困難解消区域

消防活動困難解消区域

■■■■ は

はは

は平成

平成平成

平成21

2121

21年度

年度年度

年度まで

までまで

まで

■■■■ は

はは

は平成

平成平成

平成24

2424

24年度

年度年度

年度まで

までまで

まで

■■■■ は

はは

は平成

平成平成

平成26

2626

26年度

年度年度

年度まで

までまで

まで

■■■■ 残

残残

残りの

りのりの

りの区域

区域区域

区域

住宅市街地総合

整備事業区域

都市防災事業

関連事業

点線は測量・試験まで

6

-

3

9.5-1

6

-

4

1

6

-

1



計画の名称 1 三佐北地区の安心・安全のまちづくり

計画の期間 平成22年度　～　平成26年度　（5年間） 大分県大分市

（参考図面）市街地整備（接道図）

交付対象

変更計画

住宅市街地総合

整備事業区域

都市防災事業

関連事業

点線は測量・試験まで

6

-

3

9.5-1

6

-

4

1

6

-

1

■は接道可能住宅

1

-

A

-

1

1-A-1

1

-

B

-

1



別紙２

計画の名称： 三佐北地区における安心・安全のまちづくり　　事業主体名：大分市

チェック欄

チェック欄チェック欄

チェック欄

　１）防災の目標が都市計画マスタープラン等と適合している。 ○

　１）地域の課題（防災上の危険性）を踏まえて整備の目標が設定されている。 ○

　２）大分市市街地災害危険度判定の分析から地区の位置づけが高い ○

　１）目標と指標・数値目標の整合性が確保されている。 ○

　２）指標・数値目標と事業内容の整合性が確保されている。 ○

　３）目標及び事業内容と計画区域との整合性が確保されている。 ○

　４）指標・数値目標が市民にとって分かりやすいものとなっている。 ○

　１）十分な事業効果が確認されている。 ○

　２）事業連携等による相乗効果・波及効果が得られるものとなっている。 ○

　１）事業推進に向けた地域の機運が醸成されている。 ○

　２）継続的な事業の展開が見込める。 ○

　１）計画の具体性など、事業の熟度が高い。 ○

　２）計画について住民等との間で合意が形成されている。 ○

Ⅱ．計画の効果・効率性Ⅱ．計画の効果・効率性Ⅱ．計画の効果・効率性Ⅱ．計画の効果・効率性

③目標と事業内容の整合性等③目標と事業内容の整合性等③目標と事業内容の整合性等③目標と事業内容の整合性等

④事業の効果④事業の効果④事業の効果④事業の効果

Ⅲ．計画の実現可能性Ⅲ．計画の実現可能性Ⅲ．計画の実現可能性Ⅲ．計画の実現可能性

⑤地元の熱意⑤地元の熱意⑤地元の熱意⑤地元の熱意

⑥円滑な事業執行の環境⑥円滑な事業執行の環境⑥円滑な事業執行の環境⑥円滑な事業執行の環境

社会資本整備総合交付金チェックシート社会資本整備総合交付金チェックシート社会資本整備総合交付金チェックシート社会資本整備総合交付金チェックシート
（都市防災推進事業）

Ⅰ．目標の妥当性Ⅰ．目標の妥当性Ⅰ．目標の妥当性Ⅰ．目標の妥当性

①上位計画との適合等①上位計画との適合等①上位計画との適合等①上位計画との適合等

②地域の課題への対応②地域の課題への対応②地域の課題への対応②地域の課題への対応


